
     

岐阜県要電源重度障がい児者災害時等非常用電源整備事業費補助金交付要綱 

 

 

（総則） 

第１条 県は、市町村（以下「補助事業者」という。）が、災害による停電時等において要電

源重度障がい児者が日常生活を継続する上で必要となる非常用電源装置等の整備を図るため

に行う事業に要する経費に対し、予算の範囲内で、岐阜県要電源重度障がい児者災害時等非

常用電源整備事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関

しては、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「要電源重度障がい児者」とは、県内で在宅生活を送る者であって、

次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

 （１）呼吸器機能障害の身体障害者手帳の交付を受けている者 

 （２）生命・身体機能の維持に必要な医療機器のうち電源を必要とするものを使用する医療的

ケアが必要な重度障がい児者であって、医師の判断に基づき知事が認めるもの 

２ この要綱において「非常用電源装置等」とは、別表１の左欄に掲げる非常用電源装置等の区

分に応じ、同表の右欄に定める性能要件を満たす非常用電源装置等をいう。 

３ この要綱において「個別計画」とは、避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（内

閣府（防災担当））において、災害時の避難支援等を実効性のあるものとするため、全体計画

に加え、 避難行動要支援者名簿の作成に合わせて平常時に策定するものとされる個別計画を

いう。 

 

 （補助事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）及び経費（以下「補助

対象経費」という。）、基準額並びに補助金の額は、別表２のとおりとする。 

 

 （補助金の交付の申請） 

第４条 補助金交付申請書の様式は、別記第１号様式のとおりとする。 

２ 補助金交付申請書には、別記第１号様式に定める書類を添付しなければならない。 

３  補助金交付申請書の提出期限は、知事が別に定める。 

 

（補助金の交付の決定） 

第５条 規則第７条の規定による通知は、別記第２号様式により行うものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第６条 この補助金の交付の決定には、次に掲げる条件が付されているものとする。 

（１）補助事業の内容の変更（補助金の額の減少が交付決定額の１００分の２０に満たない

ものを除く。）をする場合は、あらかじめ、別記第３号様式及び別記第３号様式に定め

る書類を知事に提出し、その承認を受けること。 

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ、別記第４号様式を知事に提出

し、その承認を受けること。 

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

は、その旨を速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

（４）間接補助金の交付に際しては、間接補助事業者に対し、次に掲げる条件を付するこ

と。 

  ア 前３号に掲げる事項。この場合において、これらの規定中「補助事業」とあるのは

「間接補助事業」と、「知事」とあるのは「補助事業者」と、第１号中「補助金」と



     

あるのは「間接補助金」とそれぞれ読み替えるものとする。 

  イ 間接補助金を他の用途に使用し、その他間接補助事業に関して間接補助金の交付決

定の内容若しくはこれに付けた条件又は規則若しくはこの要綱に違反したときは、当

該間接補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した間接補助

金の全部若しくは一部の返還を命ずることがあること。 

  ウ 間接補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を整備し、間接補助事

業の完了の日の属する年度の翌年度以後５年間保存すること。 

（５）間接補助金の交付に際し、間接補助事業者が次のいずれかに該当するときは、間接補

助金を交付しないこと。  

  ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。次号において「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下

同じ。） 

  イ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

  ウ 役員等（法人にあっては役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる

名称を有する者であるかを問わず、営業所の業務を統括する者（営業所の業務を統括

する権限を代行し得る地位にある者を含む。）をいう。以下同じ。）を、法人以外の

団体にあっては代表者、理事その他法人における役員及び使用人と同等の責任を有す

る者を、個人にあってはその者及びその使用人をいう。以下同じ。）が暴力団員であ

るなど、暴力団がその経営又は運営に実質的に関与している個人又は法人その他の団

体（以下この条において「法人等」という。） 

  エ 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している個人

又は法人等 

  オ 役員等が、その属する法人等若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくな

った日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）を利用している個人又は法人等 

  カ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな

ど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している個人又は法人

等 

  キ 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関

係を有している個人又は法人等 

  ク 役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者であ

ることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、

これを利用している個人又は法人等 

 

（申請の取下げ） 

第７条 規則第８条第１項の知事の定める期日は、補助金の交付の決定の日から１０日を経過

する日とする。 

 

（状況報告） 

第８条 知事は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、事業の実施状況に関し必要

な報告を求め、調査し、又は指示することができる。 

 

（実績報告） 

第９条 実績報告書の様式は、別記第５号様式のとおりとする。 

２ 実績報告書には、別記第５号様式において定める書類を添付しなければならない。 

３ 実績報告書の提出期限は、補助事業の完了の日（中止又は廃止の承認を受けた場合は、当

該承認を受けた日。以下同じ。）から３０日を経過する日又は補助事業の完了の日の属する

年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日とする。 

 



     

（補助金の額の確定の通知） 

第１０条 規則第１４条の規定による通知は、別記第６号様式により行うものとする。 

 

（補助金の交付時期等） 

第１１条 補助金は、規則第１４条の規定による補助金の額の確定後において交付する。ただ

し、知事が事業の遂行上必要と認めるときは、概算払により交付することができる。 

２ 補助事業者は、知事が別に指定するところにより、別記第７号様式による補助金交付請求

書を提出しなければならない。ただし、前項本文の規定の適用を受ける者にあっては、補助

金交付請求書の提出を省略することができる。 

 

（書類、帳簿等の保存期間） 

第１２条 規則第２２条に規定する書類、帳簿等の保存期間は、補助事業の完了の日の属する

年度の翌年度以後５年間とする。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年度分の予算に係る補助金から適用する。 

 



     

別表１（第２条関係） 

非常用電源装置等 性能要件 

正弦波インバーター発電機 障がい者等又は介助者が容易に使用可能なガソリン又はガスボンベ等で作動する正

弦波インバーター発電機のうち、定格出力が 850VA 以上のもの 
いずれも、擬似正弦波（矩

く

形波及

び補正正弦波を含む。）の製品を

除く。 

ポータブル蓄電池 障がい者等又は介助者が容易に使用及び運搬可能な蓄電機能を有する正弦波交流出

力の電源装置のうち、定格出力が 300W 以上のもの 

DC／AC インバーター 

（カーインバーター） 

障がい者等又は介助者が容易に使用可能な自動車用バッテリー等の直流電源（DC）

を正弦波交流電源（AC）に変換する装置のうち、定格出力が 300W 以上のもの 

別表２（第３条関係） 

補助事業 補助対象経費 基準額（１個当たり） 補助金の額 

１．非常用電源装置等の整備事業 

個別計画が策定されている要電源重

度障がい児者（※１）に対して貸与又

は配布を行う非常用電源装置等を整備

する事業 

次の非常用電源装置等（※３）を購入

するために要する経費 

 

 

いずれも、補助対象経費の実支出額から

補助事業に係るその他収入額を控除した

額と基準額とを比較して少ない方の額の

合計額に２分の１を乗じて得た額（算出

された額に千円未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てた額）の範囲内 

１ 正弦波インバーター発電機 １２０，０００円 

２ ポータブル蓄電池 ６０，０００円 

３ DC／AC インバーター（カーイン

バーター） 

３０，０００円 

２．非常用電源装置等の購入費助成事業 

個別計画が策定されている要電源重度

障がい児者（※１）が購入する非常用

電源装置等の経費について助成を行う

事業（※２） 

次の非常用電源装置等（※３）を購入

する要電源重度障がい児者に対する助

成金 

 

１ 正弦波インバーター発電機 １２０，０００円 

２ ポータブル蓄電池 ６０，０００円 

３ DC／AC インバーター（カーイン

バーター） 

３０，０００円 

  ※１ 本補助事業により補助金の交付を受けた実績がある者を除く。 

  ※２ 日常生活用具の給付・貸与と同等の費用負担を求める事業に限る。 

※３ 個別計画が策定されている要電源重度障がい児者１人につき、各非常用電源装置等それぞれ１個までとする。 


